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研究成果の概要（和文）：本研究は消費者の社会問題の認知の特徴を整理した上で、消費者の社会志向と社会的
行動のメカニズムの解明を行った。実証分析の結果、消費者の社会的行動は、対象とする社会問題に対する関
与、当該社会行動の有効性評価、実行可能性評価、実践に伴うコスト・労力評価、ベネフィット評価、さらに
は、所属集団の社会的規範の影響を受けることが明らかになった。特に、準拠集団からの是認期待といった間接
互恵性は重要な促進要因であることが確認された。本研究ではこれらの成果に基づいて企業のマーケティングへ
の展開方法を検討した。

研究成果の概要（英文）：This study examined features of consumers' perceptions of social problems, 
and clarified the mechanisms of their pro-social behavior.  It was found that consumers' pro-social 
behavior is determined by social involvement, perceived consumer effectiveness, perceived cost, 
perceived benefit, perceived behavioral control and subjective norm. Furthermore, indirect 
reciprocity, such as reputations gained from the reference group, has strong effects in accelerating
 consumers' pro-social behavior.  We also discussed how to apply these findings to brand marketing 
and corporate social responsible activities.

研究分野： マーケティング

キーワード： ソーシャルマーケティング　消費者行動　社会規範　間接互恵性　向社会的行動　コーズ型商品　エコ
プロダクト

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、社会問題の解決に不可欠な消費者個人の社会志向や社会的行動のメカニズムを共通のモデルで統合的
分析した。実証分析を通じて提示モデルは妥当であり、複数の社会的行動のメカニズムを的確に捉えらることが
確認できた。これは学術的意義は大きいものといえる。また、本研究を通じて得られた知見は、企業の社会貢献
活動やブランドマーケティングにおいて、ターゲットの明確化や効果的な展開方法等の示唆を与えるものと期待
できる。第三に、個人の社会的行動を推進するための社会規範の役割や効果が解明されたことは、自治体や国の
政策、消費者教育のあり方についても基礎的な知見を提供できるものと考える。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 近年の社会問題や地球環境問題の台頭、さらには、東日本大震災やそれに伴う原子力発電所
の事故といった災害問題を契機に、多くの企業や組織は事業活動として環境保全や社会貢献の
ための取組みを展開している。社会的課題の解決をビジネスの目的とするソーシャル・ビジネ
スや商品の売り上げの一部を支援に充てるコーズ・リレーティッド・マーケティングはその例
である。そのような中で、消費者の社会志向も高まっていると考えられる。 
現実の社会におけるさまざまな社会問題の解決には、いうまでもなく消費者一人一人の取組

みが重要である。しかし、それが一定の成果を得るためには、コミュニティや社会全体で足並
みを揃えた取組みが求められる。消費者の社会的行動を推進させるためには、個人の社会志向
だけでなく、消費者が属する、あるいは、消費者に影響を及ぼすコミュニティ（これを準拠集
団と呼ぶ）の規範を変化させることが重要であろう。しかし、そもそも、準拠集団の意見や推
奨は消費者の行動にどのくらい強い影響をもっているのだろうか。特に、環境保全や被災地支
援等、消費者個人や準拠集団に直接見返りのない対象に対する協力（利他）行動に対しも、準
拠集団の規範は影響するのか、それはなぜなのかについては十分な研究の蓄積がなく、明らか
にされていない。 
 
２．研究の目的 
本研究はこのような問題意識の下、消費者の社会志向と社会的行動のメカニズムの解明を試

みる。具体的には、消費者のエコロジー関与とエコロジー行動に関する筆者らのこれまでの研
究成果や方法(Nishio2010, 西尾・石田 2014)を援用し、消費者の社会問題の認知の特徴を整理
した上で、消費者の社会志向の規定要因や社会的行動の推進／阻害要因を明らかにする。特に、
個人の社会的行動に対する準拠集団の規範の役割と影響を特定化し、社会全体で、社会問題を
より効果的に解決するための道筋を示したい。 

 
３．研究の方法 
 上記の目的を達成するために、本研究では主として３つの研究課題に取り組んだ。課題１は
消費者の社会問題の認知の多様性とその特徴の整理であり、課題２は消費者の社会的行動の規
定要因の解明であり、課題３は社会規範の役割とその効果の特定化である。 
 課題１の遂行にあたっては、消費者にとっての社会問題や社会的課題とは何かを明らかにす
ることから始める。一口に社会問題といっても多様である。消費者は何を社会問題と捉えてい
るのか、その責任の所在や対応をどのように考えているのかについて整理する。 
 課題２の解明にあたっては、筆者らのエコロジー行動の規定要因モデル(Nishio2010, 西尾・
石田 2014)を援用する。本モデルは社会問題の中でも地球環境課題への協力行動に特化したモ
デルであるが、これを地産地消やコーズ型商品(売上の一部が被災地や途上国支援等の社会貢献
活動に寄付される商品)、ボランティア活動等の社会的行動に拡張したモデル(図 1)を提示する。
そして、実証分析を通じて提示モデルの妥当性を検討すると共に、これらの社会的行動の規定
要因を明らかにする。 
 課題３の遂行にあたっては、間接互恵性(indirect reciprocity)の原理を導入する。間接互
恵性とは、直接見返りのない相手に対する協力(利他)行動であっても、「あの人は親切な人であ
る」という評判を獲得できれば、その評判を聞いた第三者から将来協力や援助が得られやすく
なるという信念に基づく環境適応行動である。ボランティア活動や社会貢献活動はまさに、個
人に直接的な見返りは期待できないが、このような間接互恵性の原理により、これらの行動が
促進されるかを、場面想定法による実験を用いて検証する。 
 
４．研究成果 
4.1 消費者の社会問題の認知の特徴 
 消費者にとっての社会問題を特定するために、「社会的課題」と聞いて連想する問題等につい
て大規模消費者調査を行った。その結果、日本国内の社会問題としては「福祉・介護、高齢化
社会」(87.8%)、「雇用問題・経済成長」(81.6%)、「気候変動・異常気象」(74.6%)、「教育問題」
(73.4%)、「エネルギー資源」(70.9%)を挙げる者が多かった。一方、海外の問題としては「戦争・
紛争・テロ」(81.8%)、「気候変動・異常気象」(78.5%)、「食糧問題」（77.3%)、「貧困問題」(75.1%)、
「エネルギー資源」(71.6%)であった。日本は高齢化社会や雇用問題、海外は主として途上国の
社会問題を連想しやすいこと、一方で、地球温暖化問題をめぐる気候変動やエネルギー資源問
題等の地球環境問題は国内外共通の社会問題として捉えていることがわかった。また、社会課
題への取組み主体については、「国」(77.2%)や「地方自治体」(67.4%)だけでなく、「企業のモ
ノづくり」(68.1%)や「消費者一人一人の取組み」(64.8%)、「学校教育の対応」(67.5%)も重要
であること、取組みは「先進国」(62.1%)だけでなく、「途上国」(65.2%)も積極的に行うべきと
考えていることが示された。すなわち、社会問題は消費者も含めて、今や、すべてのステーク
ホルダーが主体的に取組むべきものと捉えられていた。 
 
4.2 消費者の社会的行動の規定要因 
 消費者の社会的行動がどのような要因によって規定されているかを分析するために、西尾・
石田(2014)のエコロジー行動規定要因モデルを、地産地消やボランティア活動等の社会支援行



動拡張した図 1のモデルを用いて解析した。調査は、2016 年度は地元野菜の選択(地産地消)に
ついて、2018 年度はエコラベル商品、被災地支援のための寄付つき商品、ボランティア活動に
ついてアンケート方式で実施した。結果を表１に示す。 
いずれの調査データに対しても提案モデルの適合度は総じて高く、仮定したような因果構造

が確認できた。すなわち、地球環境問題だけでなく、地域社会や被災地支援につながる行動（コ
ーズ型商品の選択やボランティア活動への参加）に対しても、消費者の社会課題に対する関与
（「エコロジー関与」もしくは「社会貢献関与」）の高さだけでなく、無駄を省き質的に高い生
活が送れるといった生活の質向上につながる「ベネフィット評価」、近くのお店で売っているや
自分のペースで参加できるといった「実行可能性評価」、家族や友人・知人が進めているといっ
た「社会規範評価」と正の影響を受けることが示された。一方、品質や性能面での不安や価格・
労力がかかるといった「性能不安」や「コスト・労力評価」を感じている消費者も多く、対象
とする行動によっては、それが行動実践度を下げてしまう傾向が見い出された。いずれにして
も、社会的行動の規定要因として家族や友人の推奨という社会規範評価の影響がとても強いこ
とが、今回の複数の調査でも確認された。この傾向は、筆者らの過去の研究成果(西尾・石田
2014、西尾 2015 等)とも一致しており特筆すべき点である。すなわち、当該社会的行動を実践
することを家族や友人・知人が推奨している者ほど、当該行動の実践度も高くなるのである。
しかし、これは同時に、家族や友人・知人が推奨しなければ実践度も高まらないことを示す。
事実、2018 年度の調査では、各行動を積極的に実践している比率はエコラベル商品の選択 14.2%、
コーズ型商品の選択 12.3%、ボランティア活動への参加 12.1%といずれも低水準であり、これら
の行動に対する家族や友人・知人の推奨率もそれぞれ 10%程度に留まっていた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1．社会的行動の規定要因モデル 
 
 
 

表 1．環境・社会支援商品／行動の規定要因 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 



4.3 社会規範の役割とその効果 
 本研究が対象とする環境や社会支援型商品の選択は、消費者に直接的な見返りが期待できな
い行動である。しかし間接互恵性の原理に従えば、図２に示すように、援助先からの直接的な
見返りがなくても、自分が所属している内集団のメンバー(友人・知人)からの是認が得られる
ことがインセンティブとなって利他的な行動が促進されるという。そこで本研究では、地元野
菜の購買(地産地消の推進)を対象とする実験を場面想定法により実施した。その結果、内集団
メンバーからの是認期待が高いほど地元野菜の購入意図は高まること、心理的距離が近いメン
バーの影響力の方が総じて大きくなることが確認された。しかし、この効果は、消費者が日頃、
地元野菜の購入を友人や知人から推奨されていない場合でも、また、心理的距離の遠い他者で
あっても確認され、是認期待が高まれば地元野菜の購入が促進されることが明らかになった(水
師・西尾 2017)。なお、フェアトレード商品の選択行動に適用した研究でも、同様の結果が得
らえている(水師・西尾 2018)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２．間接互恵性原理を用いた仮説モデル 
 
 
4.4 総括 
 本研究は消費者の社会問題への関心を高め、社会問題や社会課題に配慮した消費や購買行動
を促進させるための企業のマーケティングのあり方について提言することを目的として、消費
者の社会志向と社会的行動のメカニズムの解明を、実証分析を通じて行った。その結果、消費
者の社会的行動は、対象とする社会問題に対する関与、当該社会行動の有効性評価や実行可能
性評価、実践に伴うコスト・労力評価、および、個人生活へのベネフィット評価等の要因の他、
新たに消費者の所属集団の規範、とりわけ、準拠集団からの是認期待といった間接互恵性も重
要な要因であることが明らかになった。社会的行動に対する間接互恵性の効果については、今
後、適用事例を増やして、援助先集団の相違や準拠集団の相違、消費者の個人差要因の影響等
についての詳細な研究が必要である。しかし、社会課題に対する興味や社会貢献関与が低くて
も、準拠集団からの是認期待がインセンティブとなって望ましい社会的行動が促進される可能
性が示されたことは、企業のソーシャルプロダクトの普及・浸透だけでなく、コミュニティや
社会全体での対応が求められる社会的課題の解決に対して新しい方策を示すものといえよう。 
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